
試験研究（事前）評価整理表

試験研究機関名 衛生研究所

所 管 グ ル ー プ 薬務グループ

施策目標 研究課題分類 始期 終期 

1
2-3-②ライフステージ
や疾病に応じた保健
予防対策の充実

ノロウイルスが検出さ
れない胃腸炎患者に
おける胃腸炎起因ウ
イルス検索に関する
研究

ノロウイルスが検出されない胃腸炎患者からその他
の胃腸炎起因ウイルスを検索できる体制を整備し、
集団発生等の緊急時には迅速に検査を実施し原因
を明らかにすることにより、関係者の不安を解消し、
適切な行政対応が取れるようにする。

１．RT-PCRによるサポウイルス、アストロウイルス、
アイチウイルス等の検索　２．電子顕微鏡によるウイ
ルス検索

19 21 Ａ
集団胃腸炎事件発生時に、その原因が十分解明され
る事例が増加すれば、関係者の不安が解消され、より
適正な行政対応が可能となるため。

胃腸炎患者からの検索ウイルスの種類について全国
レベルに立ちおくれるのは好ましくないので ウイルス検
索の種類を増やすことには意義がある。また、当該研
究所で行うことが最もふさわしい。

 
試験研究機関名 ハイテクプラザ
所 管 グ ル ー プ 産業創出グループ

施策目標 研究課題分類 始期 終期 

1 基盤技術の高度化
地域活性化共同研究
開発事業

精密機器のための微
細溶接技術による応
用製品の開発

県内中小企業の新製品開発の要望に応じるた
め、従来では困難であった板厚０.５mm以下の極
薄板溶接技術と応用製品の開発を行う。

極薄板の溶接に適した溶接法（ﾏｲｸﾛﾌﾟﾗｽﾞﾏ・YAG
ﾊﾟﾙｽ）を用いた溶接品質を評価し、実用的な手
法を検討する。各溶接現象をシミュレートし、
治工具の効果の解明と設計・製作を最適化す
る。

19 20 B
県内企業からの研究ニーズがあると見られる。また、
ハイテクプラザに溶接技術の蓄積があり、実現可能性
が高い。

高度情報機器関連や医療福祉機器関連の産業におけ
るニーズは高く、目標の設定は適切である。迅速な開
発計画を期待する。

2 基盤技術の高度化
ニーズ対応型研究開
発事業

電解作用を用いたバ
リ取り技術の開発

バリを除去する時間の短縮を目的として一工程
で実施できる工具開発と最適な加工条件を確立
する。そしてバリ取り要求が多い小径の交差穴
についても工具の開発をし、加工条件を確立す
る。

次の項目について研究し、最適な加工条件を構
築する。１．二工程によるバリ取り工程を一工
程に削減する。２．小径交差穴のバリ取り加工
条件を確立する。

19 19 A
バリ取りに対する県内企業のニーズは高く、波及効果
も広いと見られる。

電解作用によるバリ取り技術では、その加工速度が問
題となる。コスト面なども含め総合的に評価し、有用性
に優れた技術としてほしい。

3 基盤技術の高度化
ニーズ対応型研究開
発事業

めっき法による高分
解能マイクロ磁気ス
ケールの開発

磁性材料を利用したマイクロスケールにおい
て、軟磁性材料と硬磁性材料の複合パターンに
よりマイクロ磁気回路を形成し、ピッチ50μm以
下の磁気スケールの開発を行う。

磁力の強い硬磁性材料と磁気遮蔽効果のある軟
磁性材料の複合構造により、狭ピッチにおいて
も磁気の局在化が保たれるマイクロ磁気パター
ン作製方法を確立し、より微細な磁気スケール
の開発を行う。

19 19 A

磁気REそのものの技術を必要とする県内企業は限ら
れると見られる。しかし、本研究で培われる微細加工技
術は今後広く重要となると考えられるため、研究は実
施すべきである。

技術開発目標としては適切であると思うが、民間の先
行企業の技術レベルとそれに対する優位性を確立しな
がら開発する必要がある。

4 基盤技術の高度化
ニーズ対応型研究開
発事業

多品種少量生産型
ディジタル電源制御
回路の開発

多品種少量生産型の電源の制御回路を共通化す
る。共通利用可能なディジタル制御回路を組み
込んだ小型自然エネルギー発電用インバータと
スパッタ用電源を開発する。

フルディジタル制御が可能な電源制御用の制御
回路を製作する。フルディジタル電源用制御
ボードを使用し、小型自然エネルギー発電機用
インバータ、真空蒸着器用電源を製作する。

19 21 D

ディジタル電源制御回路は、県外大手メーカ等で研究
が進んでおり、一部製品化されている。これらとの違い
を明確にすべきである。県内の、メーカーとしての需要
も限られていると見られる。

概要に記述された適用分野においては、ほぼ確立した
技術開発が実施されていると思われ、新規性、市場性
に乏しいといわざるを得ない。

5 基盤技術の高度化
ニーズ対応型研究開
発事業

自動機用MPU、FPGA
混載ボードの開発

高機能な自動化装置を容易に開発するために必
要なMPUとFPGAを混載した制御用マイクロコン
ピューターボードを開発する。

初年度は自動機制御用ボードの試作開発を行
う。2年目は制御用ボードを用いてデジタル屋台
と巻線機の開発を行う。

19 20 C
組込み関連企業は県内に多く、この分野の振興は、県
の今後の重要な施策目標となると見られる。しかし、新
規性の面で、やや疑問が残る。

開発目標において、個別的な内容となっており、商品開
発的性格が強いと思われる。普遍的な内容を含むよう
計画の見直しが必要と思う。

6
地域特性を生かした
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

フェノール系有機資源
の物質選択性を利用
した高機能エコ製品
の開発

柿渋などを代表とする地域資源（天然多価フェノー
ル）を活用した素材で、環境に優しく高機能性を有す
る工業製品を開発する。

柿渋、漆、タンニンなどを代表とする地域資源を活用
し、その重金属、タンパク、アルカロイド、アルデヒド
などとの反応性を利用した機能性材料および金属表
面の化学修飾試薬などグリーンな工業製品を開発
する。

19 21 C
地域資源を活用する研究であり、施策目標と合致する
が、どの程度の量の地域資源の活用が見込まれる
か、検討が必要。

有機系資源の活用による製品の開発は必要と思うが、
ニーズの所在を明確にして目標を設定することが重要
である。

7
地域特性を生かした
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

カーボンナノチューブ
材料の減容化技術の
開発

繊維間に空気を多く含み、毛玉のようなかさ高い構
造をとっているＣＮＴの減容化を図り、樹脂などに混
練する際に、容易にする。

カーボンブラックの造粒法を応用して、各種粘性液
体バインダーを用いてＣＮＴの粒形を増大させ、減容
化を図る。多種多様の樹脂に適した条件を探し出
す。

19 19 D 減容化した後の活用方法を、明確にすべきである。
減容化技術は、製品開発の一過程として技術実施がさ
れていると考えられる。CNTの用途開発に集中して研
究を進める必要はないか。

8
地域特性を生かした
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

小径パイプ内面の高
度研磨技術開発

小径パイプ内面研磨技術を開発する。小径細穴内
面を研磨するため、ワイヤに研磨材を通したツール
を開発し、鏡面仕上げを目的とする。また、テーパ部
の研磨も行う。

小径パイプの内面を研磨する装置を製作し、表面を
鏡面に仕上げる。粗さにしてRz0.15μm（1994年JIS）
を目標とする。

19 20 A
小径パイプの内面研磨技術へのニーズは高いと見ら
れる。計画も具体的で、実現可能性が高い。

パイプの長さ方向にわたっての精度確保が大きな技術
課題となる。精度評価法の開発も併せて、加工技術を
高める必要がある。

9
地域特性を生かした
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

伝統工芸技術の融合
によるユニバーサル
デザイン製品の開発

会津地区特有の地の利を活かした漆器と陶磁器融
合する技術を開発し、単一技術では製造上不可能
だった高機能ユニバーサルデザイン製品開発を可
能にする。

これまで、タイトな条件で行ってきたデザインを脱し、
デザイン先行型の商品企画(インテリア関連商品)を
行う。高機能・高付加価値なユニバーサルデザイン
により、市場性がある購買欲をそそる商品を実現す
る。

19 21 C
伝統工芸の振興、ユニバーサルデザインは県の施策
目標のひとつであり、ニーズは高いと見られる。しか
し、技術的新規性の面で、計画の具体性に欠ける。

現物を見てみたいところです。評価は適正と思います。

試験・研究課題名 外部評価アドバイザー意見整理番号 
施策目標等

評価結果 理由
試験研究始期・終期 

研究目的 研究概要

試験・研究課題名
試験研究始期・終期 

研究概要研究目的 外部評価アドバイザー意見整理番号 
施策目標等

評価結果 理由



試験研究（事前）評価整理表

10
社会環境対応型の新
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

ガラス研磨材リサイク
ルシステムの開発

酸化セリウムを使用したガラス研磨における研磨能
低下機構を解明し、それを基として化学的手法を用
いないガラス研磨剤リサイクルシステムを構築する。

使用済研磨材スラリーを沈降分、浮遊分に分け、そ
れぞれに含まれる物質の成分、形状、大きさ、表面
電位などを詳細に調査し、さらに研磨試験等を通し
て、研磨能低下要因を明らかとする。

19 20 A
廃棄物の削減、リサイクルの推進は県の施策目標の
ひとつである。研究計画も具体的であり、実現可能性
が高い。

リサイクルシステムの一つとして開発目標は理解でき
るが、再利用する資源の使用企業の理解が必要であり
個別的な対応ができるシステムとする必要がある。

11
社会環境対応型の新
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

拡散容器による機能
性膜の支持体用織物
の開発

支持体に求められる性能から、絹のような医療の分
野で使用されている素材で薄い織物が望ましいの
で、地場の企業の製織技術を利用して、拡散容器免
疫隔離膜用のシリコーン薄膜のための支持体に用
いる織物開発を行う。

今まで行ってきた「新規テキスタイルの開発」や「炭
素繊維の三次元織物化」での加工技術をふまえ、極
薄の絹織物をつくるための糸加工や製織加工技術
を検討する。

19 20 B
医療機器産業、および従来の地場産業の振興は、県
の施策目標のひとつであり、本研究内容へのニーズ
も、あると見られる。

極薄の絹織物を機能性膜の支持体とする技術開発は
おもしろいと思う。膜の性能をそこなわない絹利用によ
る種々の影響などの評価が必要である。

12
社会環境対応型の新
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

電気配線を内包した
マイクロ成型品の開
発

微細構造と微細電気配線を備えた、プラスチック製
マイクロパーツの試作開発を行い、バイオ分野への
応用を図る。

基板を金型内にセットし、基板上に厚さ0.2ｍｍ以下
の超薄肉成形を行うための超薄肉インサート成形技
術の開発。電極を配置した基板と、基板上に載せる
樹脂の位置合わせが10μｍ以下の高精度インサー
ト成形技術の開発。

19 20 B
県内にプラスチック成形業は多く、本研究へのニーズ
はある程度あるものと考えられる。

生物学的研究分野での利用を想定したマイクロパーツ
試作は的を得ているが、激しい競争下にあり、開発レ
ベルの高度化、迅速化が望まれる。

13
社会環境対応型の新
技術開発

ニーズ対応型研究開
発事業

難分解性有機質を分
解する酵素の開発

発酵分解処理装置により、代表的な難分解性有機
質であるコラーゲンを高速で分解するため、高機能
性コラーゲン分解酵素を開発する。

本研究で開発した酵素は、実際に運転されている発
酵分解処理装置に添加し、コラーゲン分解能力の向
上を確かめる。処理システムの開発とコラーゲン分
解菌の大量培養及び酵素製剤の開発は、県内企業
と共同で行う。

19 21 B
有機性廃棄物の処理へのニーズは高い。コスト面を含
めた、具体的普及法の検討も併せて行うべき。

有機系の廃棄物を酵素によって分解する研究は進めら
れるべき課題であると思う。反応速度やコストにも留意
して次世代の処理技術としてほしい。

試験研究機関名 林業研究センター
所 管 グ ル ー プ 研究開発グループ

施策目標 研究課題分類 始期 終期 

1
21世紀の豊かな森
林、活力ある林業・木
材産業づくり

農林水産物の高品質
化と一層の省力・低コ
スト生産のための技
術開発

スギ材の低コスト化乾
燥方法の開発

割れや材色変化が少なく、かつ寸法安定性に優れ
たスギ平角材の効率的な乾燥条件を明らかにする。
特に、県内の人工乾燥設備の導入状況をふまえ、天
然乾燥を主体的または併用とした乾燥手法につい
て、その有用性（乾燥コストの低減、寸法安定性、材
色変化の抑制）を明らかにする。

割れの発生を抑制する効果を得るための最低限の
人工乾燥条件（蒸煮、高温低湿処理）を明らかにす
るとともに、スギ平角材の適正な天然乾燥期間を推
定するための選別手法（重量、材色）について検討
する。

19 23 Ａ

県産スギ材は中目材の利用促進から平角材としての
需要増加が期待されている。低コストな乾燥スケジュー
ルを明らかにすることにより、乾燥材の生産増加を図
り、県産木材の需要拡大に資する。

材料中に拡散した水分を取り除くのは時間のかかるこ
とで、天然乾燥の併用は理解できるが、スギ材の木とし
ての特性を考慮した乾燥方法の開発（従来と異なる）は
難しいか？

2
21世紀の豊かな森
林、活力ある林業・木
材産業づくり

農林水産物の高品質
化と一層の省力・低コ
スト生産のための技
術開発

列状間伐施業方法の
検討

簡易な間伐方法とされる列状間伐について、導入に
当たっての得失を明確にする。

列状間伐と点状間伐の施業方法の作業性及びコス
トの比較・検討を行う。また、間伐実施後の残存木の
諸被害の発生及び成長状況を調査する。

19 23 Ｂ
間伐をより簡易に実行するため、列状間伐の得失を明
らかにし、森林整備の推進に資する。

妥当な評価。森林所有者が、どれ位の得失についてマ
イナスまで許容するのか、あらかじめ知っておく必要が
あるのでは？。仕様としてはこの技術の得失がある値
以上あるかどうかを明らかに。

整理番号 
施策目標等

外部評価アドバイザー意見試験・研究課題名
試験研究始期・終期 

評価結果 理由研究目的 研究概要


